
【年度更新申告書】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第６号（第２４条、第２５条、第３３条関係）　（甲）　（１）

 

 

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

不可能 不可能不可能可能
1 1 1

3 3

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

( ロ ) 名 称

労働保険 事

業

主

（ロ） 名　　称 社労士会大宮支部株式会社㉘ (イ )所 在 地

同　右事

業

（ハ） 氏　　名
法人のときは
代表者の氏名 代表取締役　○○ ○○

― 0812 (０４８）〇〇〇－〇〇〇〇
㉙

㉖ 加入している （イ）労災保険
（ロ）雇用保険

（イ）該当する
（ロ）該当しない

（イ） 住　　所
法人のときは主たる

事業所の所在地
さいたま市北区宮原町〇－〇－〇㉗ 特 掲 事 業

318,494円 円 円 331

㉔ 事業廃止等理由
第
３
期

(ﾙ)概算保険料額
(⑭(ｲ)÷⑰)

(ﾜ)第3期納付額
((ﾙ)－(ｦ)) (1)廃止 (2)委託

(3)個別 (4)労働者なし
(5)その他

郵便番号 電話番号

318,494

318,494 318,494円 円 円

円

第
２
期

(ト)概算保険料額
(⑭(ｲ)÷⑰)

(ﾘ)労働保険料充当額
(⑳の(ｲ)－ ㉒ の(ﾛ))

(ﾇ)第2期納付額
((ﾁ)－(ﾘ)) ㉕ ㉓ 保険関係成立年月日

事業又は
作業の種類

1,135 400,700円 円 円 円 円 円

(ﾊ)不足額(⑳の(ﾊ)) (ﾆ)今期労働保険料
((ｲ)－(ﾛ)又は(ｲ)＋(ﾊ))

(ﾍ)一般拠出金額
(⑩の(ﾍ)-㉒の(ﾎ)) (注2)

(ﾄ)今期納付額((ﾆ)＋(ﾍ))

期

別

納

付

額

318,496 81,069 399,565

円， ， ，

㉒ 第
1
期
初
期

全
期
又
は

(ｲ)概算保険料額

(⑭(ｲ)÷⑰＋次期

以降の円未満端数)

(ﾛ)労働保険料充当額
(⑳の(ｲ)(労働保険料分の
み))

円
差 引額

(ﾛ)

還 付額

1：労働保険料
のみに充当

2：一般拠出金
のみに充当

3：労働保険料
及び一般拠
出金に充当

㉑増加概算保険料額
(⑭の(ｲ)－⑲)充 当額 不 足額 81,069円

⑳ (ｲ) (⑱－⑩の(ｲ)) (ﾊ) (⑩の(ｲ)－⑱) ㉚

⑧⑩⑫⑭⑳の(ﾛ)欄の金額の前に「Ұ」記号を付さないで下さい。

円⑱ 申 告 済 概 算 保 険 料 額 928,566 ⑲申告済概算保険料額

3延納の申請 納付回数

※検算有無区分 ※算調対象区分 ※データ指示コード ※再入力区分 ※修正項目

－－

⑮事業主の郵便番号（変更のある場合記入） ⑯事業主の電話番号（変更のある場合記入）
⑰

－

円， ， ， ， ，
9 3 4 014.50 8 34 1 5 1

千円
雇用保険分

(ﾎ) (ﾎ) １０００分の (ﾎ)

5

円， ， ， ， ，
0 2 9 53.00 1 76 7 6 5

千円
労災保険分

(ﾛ) (ﾛ) １０００分の (ﾛ)

5

17.50千円 円， ， ， ， ，
5 5 4 8 49

まで

区 分 ⑫ 保 険 料 算 定 基 礎 額 の 見 込 額 ⑬ 保 険 料 率 ⑭ 概 算 ・ 増 加 概 算 保 険料 額 （ ⑫× ⑬）

労働保険料
(ｲ) (ｲ) １０００分の (ｲ)

8 年 3 月 31 日4 月 1 日 から 令和
概

算

・

増

加

概

算

保

険

料

算

定

内

訳

⑪ 算 定 期 間 令和 7 年

（注1） 千円 円， ， ， ， ，
1 1 3 50.026 7 6 5

(ﾍ) (ﾍ) １０００分の (ﾍ)
一 般 拠 出 金 5

円， ， ， ， ，
9 3 4 015.50 8 34 1 5 1

千円
雇用保険分

(ﾎ) (ﾎ) １０００分の (ﾎ)

5

円， ， ， ， ，
2 9 53.00千円

1 7 07 6 55 6

， ， ， ， ，

労災保険分
(ﾛ) (ﾛ) １０００分の (ﾛ)

3 518.50千円 円
1 0 0 9 6

(ｲ) １０００分の (ｲ)

区 分 ⑧ 保険料・一般拠出金算定基礎額 ⑨保険料・一般拠出金率 ⑩ 確定保険料・一般拠出金額 （⑧×⑨）
(注2) (注1)

一
般
拠
出
金
は
延
納
で
き
ま
せ
ん

石
綿
に
よ
る
健
康
被
害
の
救
済
に
関
す
る
法
律
第
3
5
条
第
1
項
に
基
づ
き

、
労
災
保
険
適
用
事
業
主
か
ら
徴
収
す
る
一
般
拠
出
金

労働保険料
(ｲ)

年 3 月 31 日 まで月 1 日 から 令和 7

1 3
労働保険特別会計歳入徴収官殿

確

定

保

険

料

算

定

内

訳

⑦ 算 定 期 間 令和 6 年 4

1 5
人十 万 千 百 十

④常時使用労働者数 ⑤雇用保険被保険者数 ※保険関係 ※片保険理由コード

十 万 千 百 十 人

－
月

－
日日 元 号

－
年

※事業廃止等理由

元 号

－
年

－
月

－

0 0 0

②増加年月日（元号：令和は９） ③事業廃止等年月日（元号：令和は９）

3 4 2 1 4 －0 0 1 0 1 2

管轄(2) 保険関係等 業 種 産業分類

01 111 9801 50

※ 各 種 区 分
①

労働
保険
番号

都道府県 所掌 管 轄 基 幹 番 号 枝 番 号

種 別 ※修正項目番号 ※入力徴定コード

3 2 7 0 1

労働保険概算・増加概算・確定保険料 継 続 事 業
（一括有期事業を含む）

申告書
石綿健康被害救済法一般拠出金

下記のとおり申告します。

(⑱－⑩の(ｲ))

(ﾎ)一般拠出金充当額

(⑳の(ｲ)(一般拠出金分のみ))

(

(

項
10

(
(

項
11

(

(

項
７

(

(

項
９

(

(

項
１

(

(

項
３

(

(

項
４

(

(

項
５

(

(

項
６

(

(

項
12

(
(

項
13

(

(

項
14

(
(

項
18

(

(

項
19

(
(

項
35

(

(

項
36

(
(

項
20

(

(

項
21

(
(

項
22

(

(
項
23

(
(

項
26

(

(

項
27

(

(

項
28

(

(

項
29

(

(

項
31

(

(

項
32

(

(

2項
33

(

(

項
34

(

(

項
２

(ｦ)労働保険料充当額(⑳の(ｲ)-

(

(

項
30

充当意思

(

(

項
38

(

(

項
37

㉛法人番号

(

(

項
39

A

B

C

D

E

FG

H

I

Ｊ

A【④ 常時使用労働者数】★  【⑤ 雇用保険被保険者数】★    

B【⑦ 確定保険料】★  

C【⑪ 概算保険料】★ 

D【⑰ 延納の申請】(共通) 

E【⑱ 申告済概算保険料】(共通) 

F【㉚ 充当意思】(共通) 

G【⑳差引額】(共通) 

H【㉒ 期別納付額】(共通) 

 I 【㉛法人番号】(共通） 

J 【㉙事業主】等(共通) 



【一括有期事業報告書】 

 
 

A 【事業の種類】    

B 【事業の名称・事業場の所在地・

事業の期間】 

C【① 請負金額の内訳】 

D【② 労務比率】 

【③ 賃金総額】 

E【小 計】 

F【合 計】 

G【事業主等】 

様式第７号（第34条関係）　（甲） 労　働　保　険

所掌

① ②

29 年 4 月 1 円 円 円

6 年 9 月 30

年 月

年 月

6 年 4 月 1

6 年 9 月 30

6 年 5 月 1

7 年 3 月

年 月

年 月

前年度中（保険関係が消滅した日まで）に廃止又は終了があったそれぞれの事業の明細を上記のとおり報告します。

郵便番号（ )

年 月 日 電話番号（ - - )

労働局労働保険特別会計歳入徴収官　殿

（法人のときはその名称及び代表者の氏名）

〔注意〕

　社会保険労務士記載欄は、この報告書を社会保険労務士が作成した場合のみ記載すること。

  

社会 保険
労 務 士
記 載 欄

作 成 年 月 日 ・
提 出 代 行 者 ・
事 務 代 理 者 の 表 示

氏 名 電話番号

作成提出代行
埼玉県社会保険労務士会

特定社会保険労務士
和 泉　紀 子

〇〇〇-

〇〇〇〇

ｰ〇〇〇〇

住　所 埼玉県さいたま市北区宮原町〇-〇-〇

事 業 主 社労士会大宮支部株式会社

氏　名 代表取締役　○○ ○○

331 - ０８１２

令和７ 6 13 ０４８ 〇〇〇 〇〇〇〇

149,509,414 34,387,164

12,652,164

事業の種類
35 建築事業

（既設建築物設備工事業を除く）
計 149,509,414

日まで 55,009,414

35,009,310 23 8,052,141

（平成３０年４月１日以降工事開始分） （小計）
日から

4,600,023

△△邸増築工事他８件
△△市
△△-△-△

日から

日まで 35,009,310

日まで 20,000,104 20,000,104 23

21,375,000

××邸新築工事
××市
××-×‐×

日から

21,735,000

（平成２７年４月１日～平成３０年３月３
１日工事開始分）

（小計）
日から

日まで

日まで 94,500,000 94,500,000 23

労 務
費 率

賃  金  総  額

〇〇ハイツ新築工事 〇〇郡〇〇町〇〇-〇
日から

事  業  の  名  称 事業場の所在地 事  業  の  期  間

請 負 金 額 の 内 訳 ③

請負代金の額 請負代金に
加算する額

請負代金から
控除する額

請負金額

1 0 1 0 0 0
2 枚目

1 1 1 0 1 6 0 0

一括有期事業報告書 （建設の事業） 事業主控

労 働 保 険 番 号

府　県 管　轄 基　幹　番　号 枝 番 号

1 枚のうち

A

B C D

E

E
F

G



【一括有期事業総括表】 
 

 

 

別添様式

注

4 3 2 1

② ③

)

- - )

月

事業主

（法人のときはその名称及び代表者の氏名）

社

会

保

険

労

務

士

記

載

欄

作成年月日・提出代行者・事務代理者の表示 氏　　　　　　　　　名 電　　　話　　　番　　　号

住 所

労働局労働保険特別会計歳入徴収官　殿

氏 名

年 日

別添一括有期事業報告書の明細を上記のとおり総括して報告します。
郵便番号( -

電話番号(

40,167
千円 1000分の

803
円

0.02

40,167 428,639
（①を除いた合計） 一般拠出金率

一般拠出金額
（②×③）

合　　　計

平成19年3月31日
以前のもの

①

15
令和６年4月１日
以降のもの 23

17
平成30年3月31日
以前のもの

24
令和６年3月31日
以前のもの

19

37 その他の建設事業

平成27年3月31日

以前のもの 23

令和６年4月１日
以降のもの 6

6.5

21

7.5

平成30年3月31日
以前のもの 22

その他のもの

平成27年3月31日
以前のもの 21

令和６年4月１日

以降のもの 6

令和６年3月31日
以前のもの

38

平成30年3月31日
以前のもの 40

6.5

38 7.5

36

機械装置

の組立て
又は据付
けの事業

組立て又は取付け
に関するもの

平成27年3月31日
以前のもの

令和６年3月31日
以前のもの

12

平成30年3月31日
以前のもの

（6,000,000）

23
5,780 69,3602,200,700

平成30年４月１日
以降のもの

15
38 既設建築物設備工事業

平成27年3月31日
以前のもの 22

239,085
平成30年４月１日
以降のもの 55,009,414 12,652 9.5 120,194

平成30年3月31日

以前のもの 94,500,000
23

21,735 11

13

35 建築事業

平成27年3月31日
以前のもの 21

令和６年4月１日
以降のもの 19

令和６年3月31日
以前のもの 24

9

平成30年3月31日
以前のもの 25 9.5

17

34 鉄道又は軌道新設事業

平成27年3月31日

以前のもの 23

平成30年４月１日
以降のもの 17

平成30年3月31日
以前のもの

9

10

33 舗装工事業

平成27年3月31日
以前のもの

18

19
11

16

32 道路新設事業

平成27年3月31日
以前のもの

20
平成30年3月31日
以前のもの

平成30年４月１日
以降のもの

一
般
拠
出
金
と
は

、
石
綿
に
よ
る

健
康
被
害
の
救

済
に
関
す
る
法

律
第
3
5
条
第
１

項
に
基
づ
き
労

災
保
険
適
用
事

業
主
か
ら
徴
収

す
る
拠
出
金
を
指

す

。

前
年
度
に
メ
リ

ッ
ト
制
が
適
用
さ

れ
た
事
業
に
つ

い
て
は

、
メ
リ

ッ
ト
料
率
を
記
入

の
う
え
確
定
保

険
料
を
計
算
す

る
こ
と

。

一
括
有
期
事
業
報

告
書

（
様
式
第

７
号

（
甲

）
）
に
記
入
し
た
事

業

（
工
事

）
を

、
事
業
の
種
類
ご

と
に
合
算
し

、
本
表
に
よ
り
確

定
保
険
料
を
計
算

す
る
こ
と

。

令和６年4月１日
以降のもの 19 34

一
般
拠
出
金
は
事

業

（
工
事

）
開

始
時
期
が
平
成

1
9
年
４
月
１

日
以
降
の
す
べ
て

の
事
業

（
工
事

）
を
徴
収
対
象

と
す
る

。

令和６年3月31日

以前のもの

円

89
平成30年3月31日
以前のもの 19 79

千円 1000分の 1000分の

保険料率
保  険  料  額

基準料率 ﾒﾘｯﾄ料率

31
水力発電施設、ずい道等新設事業

平成27年3月31日
以前のもの

円
18

0

業種
番号 事 業 の 種 類 事業開始時期 請  負  金  額

労務
費率 賃  金  総  額

0 1 0 1 0 0
一括有期事業報告書 1 枚添付

1 1 1 0 1 6 0

労 働 保 険 等 事業主控
年度一括有期事業総括表　（建設の事業）

労 働 保 険 番 号
府  県 所掌 管  轄 基  幹  番  号 枝  番  号

A B

Ｃ

D
E

A B

A 【請負金額】【賃金総額】    

B 【保険料額】 

C【合 計】 

D【一般拠出金】 

E【事業主等】 
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0
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0
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0
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0
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(
)

2
.

3
.



 
H

P

9

1
.

2
.

3
.

/

4
.

1
.

2
.

  
 

3
.

4
.

/

1
2

1
3

P
1

2
P

1
4

P
1

3
P

10

8
0

1
.

4

2
.

3
.

4
.

5
.  

 
 

1
6

1
7

P
1

4
P

11
12



1
(

)

2
(

3 4
0

5
2

0
2

9
P

1
4

2
3

P
2

2
2

9
P

13

A

P
P

P

0

1
1

14

A

P
P

P
15

(
)

1
0

0

I

16
3

1
P

2
6

P
3

5
P



17

O
K

18

O
K

3
3

P
2

5
P

3
1

3
2

P

1
.

2
.

3
.

4
.

19

3

1
.

2
.

1
8

3
.

1
6

0
4

.
5

.

 
 

 
 

1
2

P

1
3

P

20



3
8

P
3

5
3

8

1
.

2
.

3
.

4
.

5
.

5
0

0

6
.

5
0

0

6

 

1
4

1
5

P

21

1

1
.

2
.

3
.

1

4
.

5
.

6
.

7
.

 

1
6

1
7

P
22

  

1
.

2
.

3
.

4
.

5
.

6
.

1
8

1
9

P
23



 

申
告

書
⑧

欄
（
ヘ

）
 へ

転
記

有
　

・
　

無

1
0
 の

合
計

額
の

千
円

未
満

を
切

り
捨

て
た

額
5
6
,7
6
5

有
　

・
　

無
有

　
・
　

無
千

円

役
員

で
労

働
者

扱
い

の
詳

細
氏

　
名

役
　

職
雇

用
保

険
の

資
格

一
般

拠
出

金
有

　
・
　

無
有

　
・
　

無

千
円

1
8
0

÷
1
2
＝
1
5

人
申

告
書

⑧
欄

（
ロ

）
 へ

転
記

常
時

使
用

労
働

者
数

（
労

災
保

険
対

象
者

数
）

B
  

船
き

ょ
、

船
舶

、
岸

壁
、

波
止

場
、

停
車

場
又

は
倉

庫
に

お
け

る
貨

物

取
扱

の
事

業
に

お
い

て
は

、
令

和
6

年
度

中
の

1
日

平
均

使
用

労
働

者
数

を
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

労
災

保
険

対
象

者
分

 1
0
 の

合
計

額
の

千
円

未
満

 を
切

り
捨

て
た

額
5
6
,7
6
5

9
　

の
合

計
人

数
申

告
書

④
欄

 に
転

記

雇
用

保
険

対
象

者
分

1
2
 の

合
計

額
の

千
円

未
満

を
切

り
捨

て
た

額
5
4
,1
5
1

千
円

（
令

和
6
年

度
に

使
用

し
た

延
労

働
者

数
/
令

和
6
年

度
に

お
け

る
所

定
労

働
日

数
）

申
告

書
⑧

欄
（
ホ

）
 へ

転
記

備
考

→

1
5
6

÷
1
2
＝
1
3

人
↓

1
5
6
54
,1
51
,0
93

4
,8
0
0
,0
0
0

雇
用

保
険

被
保

険
者

数
※

A
  

次
の

B
の

事
業

以
外

の
場

合
、

各
月

賃
金

締
切

日
等

の
労

働
者

数
の

合
計

を
記

入
し

 9
 の

　
  

合
計

人
数

を
1
2
で

除
し

小
数

点
以

下
切

り
捨

て
た

月
平

均
人

数
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

※
各

月
賃

金
締

切
日

等
の

労
働

者
数

の
合

計
を

記

入
し

1
1
の

合
計

人
数

を
1
2
で

除
し

小
数

点
以

下
切

り
捨

て

た
月

平
均

人
数

を
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

　
切

り
捨

て
た

結
果

、
０
人

と
な

る
場

合
は

１
人

と
し

て
く

だ
さ

い
。

　
ま

た
、

年
度

途
中

で
保

険
関

係
が

成
立

し
た

事
業

に
つ

い

て
は

、
保

険
関

係
成

立
以

降
の

月
数

で
除

し
て

く
だ

さ
い

。

1
1
 の

合
計

人
数

申
告

書
⑤

 欄
へ

転
記

1
4
4

4
9
,3
5
1
,0
9
3

1
2

4
,8
0
0
,0
0
0

2
4

2
,6
1
4
,1
0
0
1
8
0
56
,7
65
,1
93

合
　

　
　

計
1
4
4

4
9
,3
5
1
,0
9
3

1
2

賞
与

年
月

7
,5
0
6
,2
0
0

賞
与

7
,5
0
6
,2
0
0

年
月

7
,5
0
6
,2
0
0

7
,5
0
6
,2
0
0

5
,2
0
5
,1
0
0

5
,2
0
5
,1
0
0

5
,2
0
5
,1
0
0

1
4
0
0
,0
0
0

1
3

2
2
7
,7
4
0

1
5

3
,6
9
9
,2
8
2

1
2

賞
与

年
月

5
,2
0
5
,1
0
0

3
,0
7
1
,5
4
2

3
,5
3
6
,6
7
9

3
 月

1
2

3
,0
7
1
,5
4
2

1
4
0
0
,0
0
0

2

3
,1
3
6
,6
7
9

1
4
0
0
,0
0
0

1
3

2
0
8
,2
6
0

1
5

3
,7
4
4
,9
3
9

1
2

3
,4
7
1
,5
4
2

1
4
0
0
,0
0
0

1
3

2
3
6
,7
4
0

1
5

3
,7
7
5
,6
3
3

1
2

　
　

 2
 月

1
2

3
,1
3
6
,6
7
9

1
4
0
0
,0
0
0

2

3
,1
3
8
,8
9
3

3
,4
7
3
,4
0
6

令
和

 7
 年

　
 1

 月
1
2

3
,1
3
8
,8
9
3

1
4
0
0
,0
0
0

2

3
,0
7
3
,4
0
6

1
4
0
0
,0
0
0

1
3

2
0
4
,7
0
0

1
5

3
,6
7
8
,1
0
6

1
2

3
,5
3
8
,8
9
3

1
4
0
0
,0
0
0

1
3

2
1
7
,1
6
0

1
5

3
,7
1
7
,8
4
0

1
2

1
2

月
1
2

3
,0
7
3
,4
0
6

1
4
0
0
,0
0
0

2

3
,1
0
0
,6
8
0

3
,6
4
8
,9
7
0

1
1

月
1
2

3
,1
0
0
,6
8
0

1
4
0
0
,0
0
0

2

3
,2
4
8
,9
7
0

1
4
0
0
,0
0
0

1
3

2
2
3
,7
2
0

1
5

3
,8
7
2
,6
9
0

1
2

3
,5
0
0
,6
8
0

1
4
0
0
,0
0
0

1
3

2
2
9
,6
2
0

1
5

3
,7
1
4
,0
6
0

1
2

1
0

月
1
2

3
,2
4
8
,9
7
0

1
4
0
0
,0
0
0

2

3
,0
8
4
,4
4
0

3
,3
2
4
,7
5
4

9
 月

1
2

3
,0
8
4
,4
4
0

1
4
0
0
,0
0
0

2

2
,9
2
4
,7
5
4

1
4
0
0
,0
0
0

1
3

2
1
0
,0
4
0

1
5

3
,5
3
4
,7
9
4

1
2

3
,4
8
4
,4
4
0

1
4
0
0
,0
0
0

1
3

2
2
2
,5
0
0

1
5

3
,6
6
4
,8
5
7

1
2

　
8
 月

1
2

2
,9
2
4
,7
5
4

1
4
0
0
,0
0
0

2

3
,0
4
2
,3
5
7

3
,3
7
8
,4
2
1

7
 月

1
2

3
,0
4
2
,3
5
7

1
4
0
0
,0
0
0

2

2
,9
7
8
,4
2
1

1
4
0
0
,0
0
0

1
3

2
1
1
,8
2
0

1
5

3
,5
9
0
,2
4
1

1
2

3
,4
4
2
,3
5
7

1
4
0
0
,0
0
0

1
3

2
3
1
,4
0
0

1
5

3
,4
2
6
,7
7
0

1
2

6
 月

1
2

2
,9
7
8
,4
2
1

1
4
0
0
,0
0
0

2

2
,7
9
5
,3
7
0

3
,4
4
4
,2
8
1

　
　

 5
 月

1
2

2
,7
9
5
,3
7
0

1
4
0
0
,0
0
0

2

3
,0
4
4
,2
8
1

1
4
0
0
,0
0
0

1
3

1
9
0
,4
0
0

1
5

3
,6
3
4
,6
8
1

1
2

3
,1
9
5
,3
7
0

令
和

 6
年

　
 4

 月
1
2

3
,0
4
4
,2
8
1

1
4
0
0
,0
0
0

2
(人

)
月

(人
)

(円
)

(人
)

(円
)

(人
)

(円
)

(人
)

(円
)

(円
)

(人
)

(円
)

(人
)

(円
)

1
　

 常
用

労
働

者
2
　

　
役

員
で

労
働

者

扱
い

の
人

3
　

　
臨

時
労

働
者

4
　

　
　

合
　

　
　

計

  
  
  
  
  
 (
  
  
 1

  
＋

  
2
＋

  
3
  
  
)

被
保

険
者

 常
用

労
働

者
の

ほ
か

、
 パ

ー
ト

、
ア

ル
バ

イ
ト

で
 雇

用
保

険
の

資
格

の
あ

る
 人

を
含

め
ま

す
。

 1
　

2
　

以
外

の
全

て
の

労
働

者

（
パ

ー
ト
、

ア
ル

バ
イ

ト
で

雇
用

保
険

の
資

格
の

な
い

人
）

を
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

　
5

　
常

用
労

働
者

、
パ

ー
ト
、

ア
ル

　
バ

イ
ト
で

雇
用

保
険

の
資

格
の

　
あ

る
人

（
日

雇
労

働
被

保
険

者

　
に

支
払

っ
た

賃
金

を
含

む
）

　
6

　
役

員
で

雇
用

保
険

の
資

格
の

　
あ

る
人

　
（
実

質
的

な
役

員
報

酬
分

を

　
除

き
ま

す
）

7
　

合
　

　
計

（
 5

 ＋
 6

 ）

 実
質

的
な

役
員

報
酬

分
を

 除
き

ま
す

。

区
分

労
災

保
険

お
よ

び
一

般
拠

出
金

（
対

象
者

数
及

び
賃

金
）

雇
　

用
　

保
　

険
　

（
　

対
　

象
　

者
　

数
　

及
　

び
　

賃
　

金
　

）

事
業

の
所

在
地

郵
便

番
号

令
和

 6
 年

度
　

確
定

保
険

料
・
一

般
拠

出
金

算
定

基
礎

賃
金

集
計

表
※

概
算

・
確

定
保

険
料

・
一

般
拠

出
金

申
告

書
（
事

業
主

控
）
と

一
緒

に
保

管
し

て
く

だ
さ

い
（
算

定
期

間
　

令
和

6
年

4
月

～
令

和
7
年

3
月

）

労
働

保
険

番
　

　
　

号

都
道

府
県

所
掌

管
轄

基
幹

番
号

枝
番

号
出

向
者

の
有

無
事

業
の

名
称

電
話

具
体

的
な

業
務

又
は

作
業

の
内

容

受
名

-
出

名

9
10

11
12



様式第６号（第２４条、第２５条、第３３条関係）　（甲）　（１）

 

 

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

不可能 不可能不可能可能
1 1 1

3 3

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

( ロ ) 名 称

労働保険 事

業

主

（ロ） 名　　称 社労士会大宮支部株式会社㉘ ( イ ) 所 在 地

同　右事

業

（ハ） 氏　　名
法人のときは
代表者の氏名 代表取締役　○○ ○○

㉙
㉖ 加入している （イ）労災保険

（ロ）雇用保険
（イ）該当する
（ロ）該当しない

（イ） 住　　所
法人のときは主たる
事業所の所在地

さいたま市北区宮原町〇－〇－〇㉗ 特 掲 事 業

318,494円 円 円 331

円 円 円 円 円

㉔ 事業廃止等理由
第
３
期

(ﾙ)概算保険料額
(⑭(ｲ)÷⑰)

(ﾜ)第3期納付額
((ﾙ)－(ｦ)) (1)廃止 (2)委託

(3)個別 (4)労働者なし
(5)その他

郵便番号 電話番号

318,494

318,494 318,494円 円 円

― 0812 (０４８）〇〇〇－〇〇〇〇

(ﾊ)不足額(⑳の(ﾊ)) (ﾆ)今期労働保険料
((ｲ)－(ﾛ)又は(ｲ)＋(ﾊ))

(ﾍ)一般拠出金額
(⑩の(ﾍ)-㉒の(ﾎ)) (注2)

(ﾄ)今期納付額((ﾆ)＋(ﾍ))

期

別

納

付

額

318,496 81,069 399,565 円

第
２
期

(ト)概算保険料額
(⑭(ｲ)÷⑰)

(ﾘ)労働保険料充当額
(⑳の(ｲ)－ ㉒ の(ﾛ))

(ﾇ)第2期納付額
((ﾁ)－(ﾘ)) ㉕ ㉓ 保険関係成立年月日

事業又は
作業の種類

1,135 400,700円

円， ， ，

㉒ 第

1

期

初

期

全
期
又
は

(ｲ)概算保険料額
(⑭(ｲ)÷⑰＋次期

(ﾛ)労働保険料充当額
(⑳の(ｲ)(労働保険料分の
み))

円
差引額

(ﾛ)

還付額

⑳ (ｲ) (⑱－⑩の(ｲ)) (ﾊ) (⑩の(ｲ)－⑱) ㉚

⑧⑩⑫⑭⑳の(ﾛ)欄の金額の前に「Ұ」記号を付さないで下さい。

円⑱ 申 告 済 概 算 保 険 料 額 928,566 ⑲申告済概算保険料額

1：労働保険料
のみに充当

2：一般拠出金
のみに充当

3：労働保険料
及び一般拠
出金に充当

㉑増加概算保険料額
(⑭の(ｲ)－⑲)充当額 不足額 81,069円

3延納の申請 納付回数

※検算有無区分 ※算調対象区分 ※データ指示コード ※再入力区分 ※修正項目

－－

⑮事業主の郵便番号（変更のある場合記入） ⑯事業主の電話番号（変更のある場合記入）
⑰

－

円， ， ， ， ，
9 3 4 014.50 8 34 1 5 1

1 76 7 6 5

千円

(ﾎ) １０００分の (ﾎ)

(ﾛ) １０００分の (ﾛ)

5
円， ， ， ， ，

0 2 9 53.00

円， ， ， ， ，
5 5 4 8 49

まで

区 分 ⑫ 保 険 料 算 定 基 礎 額 の 見 込 額 ⑬ 保 険 料 率 ⑭ 概 算 ・ 増 加 概 算 保 険 料 額 （ ⑫× ⑬）

労働保険料
(ｲ) (ｲ) １０００分の (ｲ)

8 年 3 月 31 日4 月 1 日 から 令和

17.50千円

概

算

・

増

加

概

算

保

険

料

算

定

内

訳

⑪ 算 定 期 間 令和 7 年

千円
労災保険分

(ﾛ)

雇用保険分
(ﾎ)

5

円， ， ， ， ，
1 1 3 50.026 7 6 5

(ﾍ) (ﾍ) １０００分の (ﾍ)
一 般 拠 出 金 5

（注1） 千円

円， ， ， ， ，
9 3 4 015.50 8 34 1 5 1

千円
雇用保険分

(ﾎ) (ﾎ) １０００分の (ﾎ)

5

， ，

円， ， ， ， ，
2 9 53.00千円

1 7 07 6 5労災保険分
(ﾛ) (ﾛ) １０００分の (ﾛ)

3 5

5 6

，

(注2) (注1)

一
般
拠
出
金
は
延
納
で
き
ま
せ
ん

石
綿
に
よ
る
健
康
被
害
の
救
済
に
関
す
る
法
律
第
3
5
条
第
1
項
に
基
づ
き

、
労
災
保
険
適
用
事
業
主
か
ら
徴
収
す
る
一
般
拠
出
金

労働保険料
(ｲ)

18.50千円 円
1 0 0 9 6

(ｲ) １０００分の (ｲ)

， ，

月 1 日 から 令和 7

区 分 ⑧ 保険料・一般拠出金算定基礎額 ⑨保険料・一般拠出金率 ⑩ 確定保険料・一般拠出金額 （⑧×⑨）

1 3
労働保険特別会計歳入徴収官殿

確

定

保

険

料

算

定

内

訳

⑦ 算 定 期 間 令和 6 年 4

1 5

年 3 月 31 日 まで

④常時使用労働者数 ⑤雇用保険被保険者数 ※保険関係 ※片保険理由コード
十 万 千 百 十 人 人十 万 千 百 十

－
月

－
日日 元 号

－
年

※事業廃止等理由
元 号

－
年

－
月

－

②増加年月日（元号：令和は９） ③事業廃止等年月日（元号：令和は９）

3 4 2 1 4 －0 0 1 0 1 2

業 種 産業分類

01 111 9801 50

※ 各 種 区 分

0 0 0

労働保険概算・増加概算・確定保険料 継 続 事 業
（一括有期事業を含む）

申告書
石綿健康被害救済法一般拠出金

下記のとおり申告します。

①
労働
保険
番号

都道府県 所掌 管 轄 基 幹 番 号 枝 番 号

種 別 ※修正項目番号 ※入力徴定コード

3 2 7 0 1
管轄(2) 保険関係等

(⑱－⑩の(ｲ))

(ﾎ)一般拠出金充当額

(⑳の(ｲ)(一般拠出金分のみ))

(

(

項
10

(

(

項
11

(

(

項
７

(

(

項
９

(

(

項
１

(

(

項
３

(

(

項
４

(

(

項
５

(

(

項
６

(

(

項
12

(

(

項
13

(

(

項
14

(

(

項
18

(

(

項
19

(

(

項
35

(

(

項
36

(

(

項
20

(

(

項
21

(

(

項
22

(

(

項
23

(

(

項
26

(

(

項
27

(

(

項
28

(

(

項
29

(

(

項
31

(

(

項
32

(

(

2項
33

(

(

項
34

(

(

項
２

(ｦ)労働保険料充当額(⑳の(ｲ)-

(

(

項
30

充当意思

(

(

項
38

(

(

項
37

㉛法人番号

(

(

項
39



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様
式

第
７
号

（
第

3
4
条

関
係

）
　

（
甲

）
労

　
働

　
保

　
険

所
掌

①
②

2
9

年
4

月
1

円
円

円

6
年

9
月

3
0

年
月

年
月

6
年

4
月

1

6
年

9
月

3
0

6
年

5
月

1

7
年

3
月

年
月

年
月

前
年

度
中

（
保

険
関

係
が

消
滅

し
た

日
ま

で
）
に

廃
止

又
は

終
了

が
あ

っ
た

そ
れ

ぞ
れ

の
事

業
の

明
細

を
上

記
の

と
お

り
報

告
し

ま
す

。

郵
便

番
号

（
)

年
月

日
電

話
番

号
（

-
-

)

労
働

局
労

働
保

険
特

別
会

計
歳

入
徴

収
官

　
殿

（
法

人
の

と
き

は
そ

の
名

称
及

び
代

表
者

の
氏

名
）

〔
注

意
〕

　
社

会
保

険
労

務
士

記
載

欄
は

、
こ

の
報

告
書

を
社

会
保

険
労

務
士

が
作

成
し

た
場

合
の

み
記

載
す

る
こ

と
。

  労
 働

 保
 険

 番
 号

府
　

県
管

　
轄

基
　

幹
　

番
　

号
枝

 番
 号

1
枚

の
う

ち

1
1

1
0

1
6

0
0

一
括

有
期

事
業

報
告

書
（

建
設

の
事

業
）

事
業

主
控

請
負

代
金

の
額

請
負

代
金

に

加
算

す
る

額

請
負

代
金

か
ら

控
除

す
る

額
請

負
金

額

1
0

1
0

0
0

2
枚

目

労
 務

費
 率

賃
  

金
  

総
  

額

〇
〇

ハ
イ

ツ
新

築
工

事
〇

〇
郡

〇
〇

町
〇

〇
-
〇

日
か

ら

事
  

業
  

の
  

名
  

称
事

業
場

の
所

在
地

事
  

業
  

の
  

期
  

間

請
負

金
額

の
内

訳
③

2
1
,7

3
5
,0

0
0

日
ま

で
9
4
,5

0
0
,0

0
0

9
4
,5

0
0
,0

0
0

2
3

（
平

成
２

７
年

４
月

１
日

～
平

成
３

０
年

３
月

３
１

日
工

事
開

始
分

）
（
小

計
）

日
か

ら

日
ま

で
2
1
,3

7
5
,0

0
0

×
×

邸
新

築
工

事
×

×
市

×
×

-
×

‐
×

日
か

ら

4
,6

0
0
,0

2
3

△
△

邸
増

築
工

事
他

８
件

△
△

市
△

△
-
△

-
△

日
か

ら

日
ま

で
3
5
,0

0
9
,3

1
0

日
ま

で
2
0
,0

0
0
,1

0
4

2
0
,0

0
0
,1

0
4

2
3

3
5
,0

0
9
,3

1
0

2
3

8
,0

5
2
,1

4
1

（
平

成
３

０
年

４
月

１
日

以
降

工
事

開
始

分
）

（
小

計
）

日
か

ら

1
4
9
,5

0
9
,4

1
4

3
4
,3

8
7
,1

6
4

1
2
,6

5
2
,1

6
4

事
業

の
種

類
3
5
 建

築
事

業
（
既

設
建

築
物

設
備

工
事

業
を

除
く
）

計
1
4
9
,5

0
9
,4

1
4

日
ま

で
5
5
,0

0
9
,4

1
4

事
 業

 主
社

労
士

会
大

宮
支

部
株

式
会

社

氏
　

名
代

表
取

締
役

　
○

○
 ○

○

3
3
1

-
０

８
１

２

令
和

７
6

1
3

０
４

８
〇

〇
〇

〇
〇

〇
〇

社
会

保
険

労
務

士

記
載

欄

作
成

年
月

日
・

提
出

代
行

者
・

事
務

代
理

者
の

表
示

氏
名

電
話

番
号

作
成

提
出

代
行

埼
玉

県
社

会
保

険
労

務
士

会
特

定
社

会
保

険
労

務
士

和
 泉

　
紀

 子

〇
〇

〇
-

〇
〇

〇
〇

ｰ
〇

〇
〇

〇

住
　

所
埼

玉
県

さ
い

た
ま

市
北

区
宮

原
町

〇
-
〇

-
〇



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様
式

第
７
号

（第
34

条
関

係
）　

（甲
）　

〔別
紙

〕 

所
掌

①

6
年

4
月

1
円

円
円

円

6
年

5
月

3
1

6
年

4
月

1
0

7
年

3
月

1
5

年
月

年
月

年
月

年
月

年
月

年
月

年
月

年
月

年
月

年
月

年
月

年
月

年
月

年
月

事
業

主
控

労
 働

 保
 険

 番
 号

府
　

県
管

　
轄

基
　

幹
　

番
　

号
枝

 番
 号

2
枚

の
う

ち
2

0
1

0
0

0

事
　

業
　

の
　

名
　

称
事

業
場

の
所

在
地

事
　

業
　

の
　

期
　

間

枚
目

1
1

1
0

1
6

0
0

1

請
負

金
額

の
内

訳
②

③

請
負

代
金

の
額

請
負

代
金

に

加
算

す
る

額

請
負

代
金

か
ら

控
除

す
る

額
請

負
金

額
労

 務

費
 率

賃
  
金

  
総

  
額

△
△

邸
内

装
工

事
　

他
１

０
件

△
△

市
△

△
-
△

-
△

日
か

ら

×
×

邸
内

装
工

事
×

×
市

×
×

-
×

×
‐
×

日
か

ら
賃

金
で

算
定

(7
2
0
,0

0
0
)

日
ま

で

日
ま

で
2
2
,0

0
0
,7

0
0

2
2
,0

0
0
,7

0
0

5
,0

6
0
,1

6
1

（
6
,0

0
0
,0

0
0
）

（
6
,0

0
0
,0

0
0
）

日
か

ら

日
ま

で

（
平

成
３

０
年

４
月

１
日

以
降

工
事

開
始

分
）

（
小

計
）

日
か

ら
(7

2
0
,0

0
0
)

日
ま

で

計
　

5
,7

8
0
,1

6
1

5
,0

6
0
,1

6
1

日
か

ら

日
ま

で

日
か

ら

日
ま

で

日
か

ら

日
ま

で

日
か

ら

日
ま

で

事
業

の
種

類
3
8
 既

設
建

築
物

設
備

工
事

業
計

（
6
,0

0
0
,0

0
0
）

（
6
,0

0
0
,0

0
0
）

日
か

ら

日
ま

で

2
2
,0

0
0
,7

0
0

5
,7

8
0
,1

6
1

2
2
,0

0
0
,7

0
0



別添様式

注

4 3 2 1

② ③

)
- - )

月

事業主

（法人のときはその名称及び代表者の氏名）

社

会

保

険

労

務

士

記

載

欄

作成年月日・提出代行者・事務代理者の表示 氏　　　　　　　　　名 電　　　話　　　番　　　号

住 所

労働局労働保険特別会計歳入徴収官　殿

氏 名

年 日

別添一括有期事業報告書の明細を上記のとおり総括して報告します。
郵便番号( -
電話番号(

円

0.02

40,167 428,639
（①を除いた合計） 一般拠出金率

一般拠出金額
（②×③）

合　　　計

40,167 千円 1000分の 803

平成19年3月31日
以前のもの

①

15
令和６年4月１日
以降のもの 23

平成30年3月31日
以前のもの

24
令和６年3月31日
以前のもの

19

6

6.5

平成30年3月31日
以前のもの

37 その他の建設事業

平成27年3月31日
以前のもの 23

36
機械装置
の組立て
又は据付
けの事業

17

21

7.5

22
その他のもの

平成27年3月31日
以前のもの 21

組立て又は取付け
に関するもの

令和６年3月31日
以前のもの

令和６年4月１日
以降のもの

38
令和６年4月１日
以降のもの 6

平成30年3月31日
以前のもの 40

6.5

38 7.5
平成27年3月31日
以前のもの

令和６年3月31日
以前のもの

69,3602,200,700
平成30年４月１日
以降のもの

15

12

38 既設建築物設備工事業

平成27年3月31日
以前のもの 22

239,085
平成30年４月１日
以降のもの 55,009,414 12,652 9.5 120,194

平成30年3月31日
以前のもの 94,500,000

23
21,735 11

平成30年3月31日
以前のもの

（6,000,000）

23
5,780

13

35 建築事業

平成27年3月31日
以前のもの 21

9
令和６年4月１日
以降のもの 19

平成30年3月31日
以前のもの 25 9.5

17

34 鉄道又は軌道新設事業

平成27年3月31日
以前のもの 23

33 舗装工事業
18

令和６年3月31日
以前のもの 24

平成30年3月31日
以前のもの

9

10
平成27年3月31日
以前のもの

11

平成30年４月１日
以降のもの 17

32 道路新設事業

平成27年3月31日
以前のもの

20
平成30年3月31日
以前のもの

平成30年４月１日
以降のもの 19

一
般
拠
出
金
と
は

、
石
綿
に
よ
る
健
康
被
害
の
救
済
に
関
す
る
法
律
第
3
5
条
第
１
項
に
基
づ
き
労
災
保
険
適
用
事
業
主
か
ら
徴
収
す
る
拠
出
金
を
指
す

。

前
年
度
に
メ
リ

ッ
ト
制
が
適
用
さ
れ
た
事
業
に
つ
い
て
は

、
メ
リ

ッ
ト
料
率
を
記
入
の
う
え
確
定
保
険
料
を
計
算
す
る
こ
と

。

一
括
有
期
事
業
報
告
書

（
様
式
第
７
号

（
甲

）
）
に
記
入
し
た
事
業

（
工
事

）
を

、
事
業
の
種
類
ご
と
に
合
算
し

、
本
表
に
よ
り
確
定
保
険
料
を
計
算
す
る
こ
と

。

令和６年4月１日
以降のもの 19 34

一
般
拠
出
金
は
事
業

（
工
事

）
開
始
時
期
が
平
成
1
9
年
４
月
１
日
以
降
の
す
べ
て
の
事
業

（
工
事

）
を
徴
収
対
象
と
す
る

。

16

1000分の

令和６年3月31日
以前のもの

保険料率
保  険  料  額

基準料率 ﾒﾘｯﾄ料率

31
水力発電施設、ずい道等新設事業

平成27年3月31日
以前のもの

円
18

円

89
平成30年3月31日
以前のもの 19 79

千円 1000分の

業種
番号 事 業 の 種 類 事業開始時期 請  負  金  額

労務
費率 賃  金  総  額

0 1 0 1 0 0

労 働 保 険 等 事業主控
年度一括有期事業総括表　（建設の事業）

労 働 保 険 番 号
府  県 所掌 管  轄 基  幹  番  号 枝  番  号

一括有期事業報告書 1 枚添付
1 1 1 0 1 6 0 0



様式第６号（第２４条、第２５条、第３３条関係）　（甲）　（１）

 

 

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

不可能 不可能不可能可能
1 1 1

3 3

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

( ロ ) 名 称

労働保険 事

業

主

（ロ） 名　　称 社労士会大宮支部株式会社㉘ ( イ ) 所 在 地

同　右事

業

（ハ） 氏　　名
法人のときは
代表者の氏名 代表取締役　○○ ○○

㉙
㉖ 加入している （イ）労災保険

（ロ）雇用保険
（イ）該当する
（ロ）該当しない

（イ） 住　　所
法人のときは主たる
事業所の所在地

さいたま市北区宮原町〇－〇－〇㉗ 特 掲 事 業

142,879円 円 円 331

円 円 円 円

㉔ 事業廃止等理由
第
３
期

(ﾙ)概算保険料額
(⑭(ｲ)÷⑰)

(ﾜ)第3期納付額
((ﾙ)－(ｦ)) (1)廃止 (2)委託

(3)個別 (4)労働者なし
(5)その他

郵便番号 電話番号

142,879

事業又は
作業の種類142,879 142,879円 円 円

― 0812 (０４８）〇〇〇－〇〇〇〇

(ﾊ)不足額(⑳の(ﾊ)) (ﾆ)今期労働保険料
((ｲ)－(ﾛ)又は(ｲ)＋(ﾊ))

(ﾍ)一般拠出金額
(⑩の(ﾍ)-㉒の(ﾎ)) (注2)

(ﾄ)今期納付額((ﾆ)＋(ﾍ))

期

別

納

付

額

142,881 28,639 172,323円 円

第
２
期

(ト)概算保険料額
(⑭(ｲ)÷⑰)

(ﾘ)労働保険料充当額
(⑳の(ｲ)－ ㉒ の(ﾛ))

(ﾇ)第2期納付額
((ﾁ)－(ﾘ)) ㉕

建築事業
㉓ 保険関係成立年月日

171,520 0 803円

円， ， ，

㉒ 第

1

期

初

期

全
期
又
は

(ｲ)概算保険料額
(⑭(ｲ)÷⑰＋次期

(ﾛ)労働保険料充当額
(⑳の(ｲ)(労働保険料分の
み))

円
差引額

(ﾛ)

還付額

⑳ (ｲ) (⑱－⑩の(ｲ)) (ﾊ) (⑩の(ｲ)－⑱) ㉚

⑧⑩⑫⑭⑳の(ﾛ)欄の金額の前に「Ұ」記号を付さないで下さい。

円⑱ 申 告 済 概 算 保 険 料 額 400,000 ⑲申告済概算保険料額

1：労働保険料
のみに充当

2：一般拠出金
のみに充当

3：労働保険料
及び一般拠
出金に充当

㉑増加概算保険料額
(⑭の(ｲ)－⑲)充当額 不足額 28,639円

3延納の申請 納付回数

※検算有無区分 ※算調対象区分 ※データ指示コード ※再入力区分 ※修正項目

－－

⑮事業主の郵便番号（変更のある場合記入） ⑯事業主の電話番号（変更のある場合記入）
⑰

－

円， ， ， ， ，

4 2

千円

(ﾎ)

(ﾛ)

円， ，
8 6 3 9

円， ， ，
2 8 6 3 94

まで

区 分 ⑫ 保 険 料 算 定 基 礎 額 の 見 込 額 ⑬ 保 険 料 率 ⑭ 概 算 ・ 増 加 概 算 保 険 料 額 （ ⑫× ⑬）

労働保険料
(ｲ) (ｲ) １０００分の (ｲ)

8 年 3 月 31 日4 月 1 日 から 令和

千円

概

算

・

増

加

概

算

保

険

料

算

定

内

訳

⑪ 算 定 期 間 令和 7 年

千円
労災保険分

(ﾛ)

雇用保険分
(ﾎ)

円， ， ， ， ，
8 0 30.020 1 6 7

(ﾍ) (ﾍ) １０００分の (ﾍ)
一 般 拠 出 金 4

（注1） 千円

円， ，千円
雇用保険分

(ﾎ) (ﾎ) １０００分の (ﾎ)

， ，

円， ，
6 3 9***.**千円

4 2 81 6 7労災保険分
(ﾛ) (ﾛ) １０００分の (ﾛ)

3 9

4 0

，

(注2) (注1)

一
般
拠
出
金
は
延
納
で
き
ま
せ
ん

石
綿
に
よ
る
健
康
被
害
の
救
済
に
関
す
る
法
律
第
3
5
条
第
1
項
に
基
づ
き

、
労
災
保
険
適
用
事
業
主
か
ら
徴
収
す
る
一
般
拠
出
金

労働保険料
(ｲ)

***.**千円 円
4 2 8 6

(ｲ) １０００分の (ｲ)

月 1 日 から 令和 7

区 分 ⑧ 保険料・一般拠出金算定基礎額 ⑨保険料・一般拠出金率 ⑩ 確定保険料・一般拠出金額 （⑧×⑨）

労働保険特別会計歳入徴収官殿

確

定

保

険

料

算

定

内

訳

⑦ 算 定 期 間 令和 6 年 4

1 0

年 3 月 31 日 まで

④常時使用労働者数 ⑤雇用保険被保険者数 ※保険関係 ※片保険理由コード
十 万 千 百 十 人 人十 万 千 百 十

－
月

－
日日 元 号

－
年

※事業廃止等理由
元 号

－
年

－
月

－

②増加年月日（元号：令和は９） ③事業廃止等年月日（元号：令和は９）

0 0 1 0 1 －1 1 1 0 1 6
業 種 産業分類

01 751 3501

※ 各 種 区 分

0 0 0

労働保険概算・増加概算・確定保険料 継 続 事 業
（一括有期事業を含む）

申告書
石綿健康被害救済法一般拠出金

下記のとおり申告します。

①
労働
保険
番号

都道府県 所掌 管 轄 基 幹 番 号 枝 番 号

種 別 ※修正項目番号 ※入力徴定コード

3 2 7 0 1
管轄(2) 保険関係等

(⑱－⑩の(ｲ))

(ﾎ)一般拠出金充当額

(⑳の(ｲ)(一般拠出金分のみ))

(

(

項
10

(

(

項
11

(

(

項
７

(

(

項
９

(

(

項
１

(

(
項
３

(

(

項
４

(

(

項
５

(

(

項
６

(

(

項
12

(

(

項
13

(

(

項
14

(

(

項
18

(

(

項
19

(

(

項
35

(

(

項
36

(

(

項
20

(

(

項
21

(

(

項
22

(

(

項
23

(

(

項
26

(

(

項
27

(

(

項
28

(

(

項
29

(

(

項
31

(

(

項
32

(

(

2項
33

(

(

項
34

(

(

項
２

(ｦ)労働保険料充当額(⑳の(ｲ)-

(

(

項
30

充当意思

(

(

項
38

(

(

項
37

㉛法人番号

(

(

項
39



様式第６号（第２４条、第２５条、第３３条関係）　（甲）　（１）

 

 

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

不可能 不可能不可能可能
1 1 1

3 3

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

― ( ) ―

29
26 加入している （イ）労災保険

（ロ）雇用保険
（イ）該当する
（ロ）該当しない

（イ） 住　　所
法人のときは主たる
事業所の所在地

27 特 掲 事 業
労働保険 事

業

主

（ロ） 名　　称28 ( イ ) 所 在 地

事

業

（ハ） 氏　　名
法人のときは
代表者の氏名

( ロ ) 名 称

事業廃止等理由
第
３
期

(ﾙ)概算保険料額
(⑭(ｲ)÷⑰)

(ﾜ)第3期納付額
((ﾙ)－(ｦ)) (1)廃止 (2)委託

(3)個別 (4)労働者なし
(5)その他

郵便番号 電話番号

円 円 円

円 円 円 円 円 円 円

第
２
期

(ト)概算保険料額
(⑭(ｲ)÷⑰)

(ﾘ)労働保険料充当額
(⑳の(ｲ)－ 22 の(ﾛ))

(ﾇ)第2期納付額
((ﾁ)－(ﾘ)) 25 23 保険関係成立年月日

事業又は
作業の種類円 円 円

24

円， ， ，

22 第

1

期

初

期

全
期
又
は

(ｲ)概算保険料額
(⑭(ｲ)÷⑰＋次期
以降の円未満端数)

(ﾛ)労働保険料充当額
(⑳の(ｲ)(労働保険料分の
み))

(ﾊ)不足額(⑳の(ﾊ)) (ﾆ)今期労働保険料
((ｲ)－(ﾛ)又は(ｲ)＋(ﾊ))

(ﾍ)一般拠出金額
(⑩の(ﾍ)-㉒の(ﾎ)) (注2)

(ﾄ)今期納付額((ﾆ)＋(ﾍ))

期

別

納

付

額

⑳ (ｲ) (⑱－⑩の(ｲ)) (ﾊ) (⑩の(ｲ)－⑱) 30
1：労働保険料

のみに充当
2：一般拠出金

のみに充当
3：労働保険料

及び一般拠
出金に充当

21増加概算保険料額
(⑭の(ｲ)－⑲)充当額 不足額

円 円
差引額

(ﾛ)

還付額

⑧⑩⑫⑭⑳の(ﾛ)欄の金額の前に「Ұ」記号を付さないで下さい。

円⑱ 申 告 済 概 算 保 険 料 額 928,566 ⑲申告済概算保険料額

※検算有無区分 ※算調対象区分 ※データ指示コード ※再入力区分 ※修正項目

延納の申請 納付回数

⑮事業主の郵便番号（変更のある場合記入） ⑯事業主の電話番号（変更のある場合記入）
⑰

－ － －

円， ， ， ， ，千円 14.50雇用保険分
(ﾎ) (ﾎ) １０００分の (ﾎ)

円， ， ， ， ，千円 3.00

円， ， ， ， ，

労災保険分
(ﾛ) (ﾛ) １０００分の (ﾛ)

労働保険料
(ｲ) (ｲ) １０００分の (ｲ)

17.50千円

8 年 3 月 31 日 まで

区 分 ⑫ 保 険 料 算 定 基 礎 額 の 見 込 額 ⑬ 保 険 料 率 ⑭ 概 算 ・ 増 加 概 算 保 険 料 額 （ ⑫× ⑬）

円， ， ， ， ，

概

算

・

増

加

概

算

保

険

料

算

定

内

訳

⑪ 算 定 期 間 令和 7 年 4 月 1 日 から 令和

0.02
(ﾍ) (ﾍ) １０００分の (ﾍ)

一 般 拠 出 金
（注1） 千円

円， ， ， ， ，千円 15.50雇用保険分
(ﾎ) (ﾎ) １０００分の (ﾎ)

3.00千円 円， ， ， ， ，

， ， ， ， ，

労災保険分
(ﾛ) (ﾛ) １０００分の (ﾛ)

18.50千円 円

(注2) (注1)

一
般
拠
出
金
は
延
納
で
き
ま
せ
ん

石
綿
に
よ
る
健
康
被
害
の
救
済
に
関
す
る
法
律
第
3
5
条
第
1
項
に
基
づ
き

、
労
災
保
険
適
用
事
業
主
か
ら
徴
収
す
る
一
般
拠
出
金

労働保険料
(ｲ) (ｲ)(ｲ) １０００分の

労働保険特別会計歳入徴収官殿

確

定

保

険

料

算

定

内

訳

⑦ 算 定 期 間 令和 6 年 4 月 1 日 から 令和 7 年 3 月 31 日 まで

区 分 ⑧ 保険料・一般拠出金算定基礎額 ⑨保険料・一般拠出金率 ⑩ 確定保険料・一般拠出金額 （⑧×⑨）

④常時使用労働者数 ⑤雇用保険被保険者数 ※保険関係 ※片保険理由コード
十 万 千 百 十 人 十 万 千 百 十 人

－
月

－
日

②増加年月日（元号：令和は９） ③事業廃止等年月日（元号：令和は９） ※事業廃止等理由
元 号

－
年

－
月

－
日 元 号

－
年

産業分類

※ 各 種 区 分
①

労働
保険
番号

都道府県 所掌 管 轄 基 幹 番 号 枝 番 号 管轄(2) 保険関係等 業 種

3 2 7 0 1

労働保険概算・増加概算・確定保険料 継 続 事 業
（一括有期事業を含む）

申告書
石綿健康被害救済法一般拠出金

下記のとおり申告します。

種 別 ※修正項目番号 ※入力徴定コード

(⑱－⑩の(ｲ))

(ﾎ)一般拠出金充当額

(⑳の(ｲ)(一般拠出金分のみ))

(

(

項
10

(

(

項
11

(

(

項
７

(

(

項
９

(

(

項
１

(

(
項
３

(

(

項
４

(

(

項
５

(

(

項
６

(

(

項
12

(

(

項
13

(

(

項
14

(

(

項
18

(

(

項
19

(

(

項
35

(

(

項
36

(

(

項
20

(

(

項
21

(

(

項
22

(

(

項
23

(

(

項
26

(

(

項
27

(

(

項
28

(

(

項
29

(

(

項
31

(

(

項
32

(

(

2項
33

(

(

項
34

(

(

項
２

(ｦ)労働保険料充当額(⑳の(ｲ)-

(

(

項
30

充当意思

(

(

項
38

(

(

項
37

㉛法人番号

(

(

項
39



様
式

第
７

号
（
第

3
4
条

関
係

）
　

（
甲

）
労

　
働

　
保

　
険

所
掌

①
②

年
月

円
円

円

年
月

年
月

年
月

年
月

年
月

年
月

年
月

年
月

年
月

前
年

度
中

（
保

険
関

係
が

消
滅

し
た

日
ま

で
）
に

廃
止

又
は

終
了

が
あ

っ
た

そ
れ

ぞ
れ

の
事

業
の

明
細

を
上

記
の

と
お

り
報

告
し

ま
す

。

郵
便

番
号

（
)

年
月

日
電

話
番

号
（

-
-

)

労
働

局
労

働
保

険
特

別
会

計
歳

入
徴

収
官

　
殿

（
法

人
の

と
き

は
そ

の
名

称
及

び
代

表
者

の
氏

名
）

〔
注

意
〕

　
社

会
保

険
労

務
士

記
載

欄
は

、
こ

の
報

告
書

を
社

会
保

険
労

務
士

が
作

成
し

た
場

合
の

み
記

載
す

る
こ

と
。

  

事
業

主
控

一
括

有
期

事
業

報
告

書
（
建

設
の

事
業

）

事
 業

 主

社
会

保
険

労
務

士
記

載
欄

作
成

年
月

日
・

提
出

代
行

者
・

事
務

代
理

者
の

表
示

氏
名

電
話

番
号

日
か

ら

労
 働

 保
 険

 番
 号

府
　

県
管

　
轄

基
　

幹
　

番
　

号
枝

 番
 号

住
　

所

枚
の

う
ち

枚
目

日
か

ら

日
ま

で

請
負

代
金

の
額

請
負

代
金

に
加

算
す

る
額

請
負

代
金

か
ら

控
除

す
る

額
請

負
金

額
労

 務
費

 率
賃

  
金

  
総

  
額

日
か

ら

日
ま

で

事
  
業

  
の

  
名

  
称

事
業

場
の

所
在

地
事

  
業

  
の

  
期

  
間

請
負

金
額

の
内

訳
③

日
か

ら

日
ま

で

日
ま

で

事
業

の
種

類
計

日
か

ら

日
ま

で

-

氏
　

名



様
式

第
７

号
（
第

3
4
条

関
係

）
　

（
甲

）
労

　
働

　
保

　
険

所
掌

①
②

年
月

円
円

円

年
月

年
月

年
月

年
月

年
月

年
月

年
月

年
月

年
月

前
年

度
中

（
保

険
関

係
が

消
滅

し
た

日
ま

で
）
に

廃
止

又
は

終
了

が
あ

っ
た

そ
れ

ぞ
れ

の
事

業
の

明
細

を
上

記
の

と
お

り
報

告
し

ま
す

。

郵
便

番
号

（
)

年
月

日
電

話
番

号
（

-
-

)

労
働

局
労

働
保

険
特

別
会

計
歳

入
徴

収
官

　
殿

（
法

人
の

と
き

は
そ

の
名

称
及

び
代

表
者

の
氏

名
）

〔
注

意
〕

　
社

会
保

険
労

務
士

記
載

欄
は

、
こ

の
報

告
書

を
社

会
保

険
労

務
士

が
作

成
し

た
場

合
の

み
記

載
す

る
こ

と
。

  

事
業

主
控

一
括

有
期

事
業

報
告

書
（
建

設
の

事
業

）

事
 業

 主

社
会

保
険

労
務

士
記

載
欄

作
成

年
月

日
・

提
出

代
行

者
・

事
務

代
理

者
の

表
示

氏
名

電
話

番
号

日
か

ら

労
 働

 保
 険

 番
 号

府
　

県
管

　
轄

基
　

幹
　

番
　

号
枝

 番
 号

住
　

所

枚
の

う
ち

枚
目

日
か

ら

日
ま

で

請
負

代
金

の
額

請
負

代
金

に
加

算
す

る
額

請
負

代
金

か
ら

控
除

す
る

額
請

負
金

額
労

 務
費

 率
賃

  
金

  
総

  
額

日
か

ら

日
ま

で

事
  
業

  
の

  
名

  
称

事
業

場
の

所
在

地
事

  
業

  
の

  
期

  
間

請
負

金
額

の
内

訳
③

日
か

ら

日
ま

で

日
ま

で

事
業

の
種

類
計

日
か

ら

日
ま

で

-

氏
　

名



別添様式

注

4 3 2 1

② ③

)
- - )

月

事業主

労 働 保 険 等 事業主控
年度一括有期事業総括表　（建設の事業）

労 働 保 険 番 号
府  県 所掌 管  轄 基  幹  番  号 枝  番  号

一括有期事業報告書 枚添付

業種
番号 事 業 の 種 類 事業開始時期 請  負  金  額

労務
費率 賃  金  総  額

保険料率
保  険  料  額

基準料率 ﾒﾘｯﾄ料率

31
水力発電施設、ずい道等新設事業

平成27年3月31日
以前のもの

円
18

円

89
平成30年3月31日
以前のもの 19 79

千円 1000分の 1000分の

令和６年3月31日
以前のもの 一

般
拠
出
金
と
は

、
石
綿
に
よ
る
健
康
被
害
の
救
済
に
関
す
る
法
律
第
3
5
条
第
１
項
に
基
づ
き
労
災
保
険
適
用
事
業
主
か
ら
徴
収
す
る
拠
出
金
を
指
す

。

前
年
度
に
メ
リ

ッ
ト
制
が
適
用
さ
れ
た
事
業
に
つ
い
て
は

、
メ
リ

ッ
ト
料
率
を
記
入
の
う
え
確
定
保
険
料
を
計
算
す
る
こ
と

。

一
括
有
期
事
業
報
告
書

（
様
式
第
７
号

（
甲

）
）
に
記
入
し
た
事
業

（
工
事

）
を

、
事
業
の
種
類
ご
と
に
合
算
し

、
本
表
に
よ
り
確
定
保
険
料
を
計
算
す
る
こ
と

。

令和６年4月１日
以降のもの 19 34

一
般
拠
出
金
は
事
業

（
工
事

）
開
始
時
期
が
平
成
1
9
年
４
月
１
日
以
降
の
す
べ
て
の
事
業

（
工
事

）
を
徴
収
対
象
と
す
る

。

16

32 道路新設事業

平成27年3月31日
以前のもの

20
平成30年3月31日
以前のもの

平成30年４月１日
以降のもの 19
平成27年3月31日
以前のもの

11

平成30年４月１日
以降のもの 17

33 舗装工事業
18

令和６年3月31日
以前のもの 24

平成30年3月31日
以前のもの

9

10

平成30年3月31日
以前のもの 25 9.5

17
平成27年3月31日
以前のもの 23

9
令和６年4月１日
以降のもの 19

35 建築事業

平成27年3月31日
以前のもの 21

平成30年４月１日
以降のもの

34 鉄道又は軌道新設事業

平成30年3月31日
以前のもの

23
11

13

38 既設建築物設備工事業

平成27年3月31日
以前のもの 22

平成30年４月１日
以降のもの

9.5

平成30年3月31日
以前のもの

23

15

12

36
機械装置
の組立て
又は据付
けの事業

組立て又は取付け
に関するもの

平成27年3月31日
以前のもの

平成30年3月31日
以前のもの 40

6.5

38 7.5

令和６年3月31日
以前のもの

38
令和６年4月１日
以降のもの 6

21

令和６年3月31日
以前のもの

21

平成30年3月31日
以前のもの 22

6.5

令和６年4月１日
以降のもの 6

37 その他の建設事業

平成27年3月31日
以前のもの 23

その他のもの

平成27年3月31日
以前のもの

17

7.5

平成30年3月31日
以前のもの

24
令和６年3月31日
以前のもの

19

平成19年3月31日
以前のもの

①

15
令和６年4月１日
以降のもの 23

合　　　計

千円 1000分の 円

0.02

（①を除いた合計） 一般拠出金率
一般拠出金額

（②×③）

別添一括有期事業報告書の明細を上記のとおり総括して報告します。
郵便番号( -
電話番号(

住 所

労働局労働保険特別会計歳入徴収官　殿

氏 名

年 日

（法人のときはその名称及び代表者の氏名）

社

会

保

険

労

務

士

記

載

欄

作成年月日・提出代行者・事務代理者の表示 氏　　　　　　　　　名 電　　　話　　　番　　　号



様式第６号（第２４条、第２５条、第３３条関係）　（甲）　（１）

 

 

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

不可能 不可能不可能可能
1 1 1

3 3

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

― ( ) ―

労働保険概算・増加概算・確定保険料 継 続 事 業
（一括有期事業を含む）

申告書
石綿健康被害救済法一般拠出金

下記のとおり申告します。

①
労働
保険
番号

都道府県 所掌 管 轄 基 幹 番 号 枝 番 号

種 別 ※修正項目番号 ※入力徴定コード

3 2 7 0 1
管轄(2) 保険関係等 業 種 産業分類

※ 各 種 区 分

※事業廃止等理由
元 号

－
年

－
月

－

②増加年月日（元号：令和は９） ③事業廃止等年月日（元号：令和は９）

－
月

－
日日 元 号

－
年

④常時使用労働者数 ⑤雇用保険被保険者数 ※保険関係 ※片保険理由コード
十 万 千 百 十 人 人十 万 千 百 十

労働保険特別会計歳入徴収官殿

確

定

保

険

料

算

定

内

訳

⑦ 算 定 期 間 令和 6 年 4 年 3 月 31 日 まで

，

月 1 日 から 令和 7

区 分 ⑧ 保険料・一般拠出金算定基礎額 ⑨保険料・一般拠出金率 ⑩ 確定保険料・一般拠出金額 （⑧×⑨）

， ，

(注2) (注1)

一
般
拠
出
金
は
延
納
で
き
ま
せ
ん

石
綿
に
よ
る
健
康
被
害
の
救
済
に
関
す
る
法
律
第
3
5
条
第
1
項
に
基
づ
き

、
労
災
保
険
適
用
事
業
主
か
ら
徴
収
す
る
一
般
拠
出
金

労働保険料
(ｲ)

***.**千円 円

(ｲ) １０００分の (ｲ)

，，

円， ， ， ， ，***.**千円

千円
雇用保険分

(ﾎ) (ﾎ) １０００分の (ﾎ)

労災保険分
(ﾛ) (ﾛ) １０００分の (ﾛ)

円， ， ， ， ，

(ﾍ) (ﾍ) １０００分の (ﾍ)
一 般 拠 出 金

（注1） 千円 円， ， ， ， ，0.02
概

算

・

増

加

概

算

保

険

料

算

定

内

訳

⑪ 算 定 期 間 令和 7 年

千円
労災保険分

(ﾛ)

雇用保険分
(ﾎ)

まで

区 分 ⑫ 保 険 料 算 定 基 礎 額 の 見 込 額 ⑬ 保 険 料 率 ⑭ 概 算 ・ 増 加 概 算 保 険 料 額 （ ⑫× ⑬）

労働保険料
(ｲ) (ｲ) １０００分の (ｲ)

8 年 3 月 31 日4 月 1 日 から 令和

千円 円， ， ， ， ，

円， ， ， ， ，

千円

(ﾎ) １０００分の (ﾎ)

(ﾛ) １０００分の (ﾛ)

円， ， ， ， ，

⑮事業主の郵便番号（変更のある場合記入） ⑯事業主の電話番号（変更のある場合記入）
⑰

－ 延納の申請 納付回数

※検算有無区分 ※算調対象区分 ※データ指示コード ※再入力区分 ※修正項目

－－

⑳ (ｲ) (⑱－⑩の(ｲ)) (ﾊ) (⑩の(ｲ)－⑱) 30

⑧⑩⑫⑭⑳の(ﾛ)欄の金額の前に「Ұ」記号を付さないで下さい。

円⑱ 申 告 済 概 算 保 険 料 額 400,000 ⑲申告済概算保険料額

1：労働保険料
のみに充当

2：一般拠出金
のみに充当

3：労働保険料
及び一般拠
出金に充当

21増加概算保険料額
(⑭の(ｲ)－⑲)充当額 不足額

円 円
差引額

(ﾛ)

還付額
円， ， ，

22 第

1

期

初

期

全
期
又
は

(ｲ)概算保険料額
(⑭(ｲ)÷⑰＋次期
以降の円未満端数)

(ﾛ)労働保険料充当額
(⑳の(ｲ)(労働保険料分の
み))

(ﾊ)不足額(⑳の(ﾊ)) (ﾆ)今期労働保険料
((ｲ)－(ﾛ)又は(ｲ)＋(ﾊ))

(ﾍ)一般拠出金額
(⑩の(ﾍ)-㉒の(ﾎ)) (注2)

(ﾄ)今期納付額((ﾆ)＋(ﾍ))

期

別

納

付

額

円

第
２
期

(ト)概算保険料額
(⑭(ｲ)÷⑰)

(ﾘ)労働保険料充当額
(⑳の(ｲ)－ 22 の(ﾛ))

(ﾇ)第2期納付額
((ﾁ)－(ﾘ)) 25 23 保険関係成立年月日

事業又は
作業の種類

円 円 円 円 円 円

円 円 円

24 事業廃止等理由
第
３
期

(ﾙ)概算保険料額
(⑭(ｲ)÷⑰)

(ﾜ)第3期納付額
((ﾙ)－(ｦ)) (1)廃止 (2)委託

(3)個別 (4)労働者なし
(5)その他

郵便番号 電話番号

円 円 円

28 ( イ ) 所 在 地

事

業

（ハ） 氏　　名
法人のときは
代表者の氏名

( ロ ) 名 称

26 加入している （イ）労災保険
（ロ）雇用保険

（イ）該当する
（ロ）該当しない

（イ） 住　　所
法人のときは主たる
事業所の所在地

27 特 掲 事 業
労働保険 事

業

主

（ロ） 名　　称

29

(⑱－⑩の(ｲ))

(ﾎ)一般拠出金充当額

(⑳の(ｲ)(一般拠出金分のみ))

(
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２
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(
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30

充当意思
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項
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項
37

㉛法人番号
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項
39


